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はじめに
　　　　　　　　　　　　　　　　　
現在の金融機関はたくさんの問題を抱えている。ペイオフ解禁の問題などたくさんの問題がある。そういった理由からたくさんの小手銀行や信用銀行が大手の銀行から合併という名の吸収や倒産をしている。小手銀行などはこの不景気の中で生きていくためには大手銀行と合併するしか道がないのだ。しかし最近では大手銀行ですら倒産していくことが見受けられる。その理由としては銀行に預金していても利息もほとんどつかない状況である上にペイオフ解禁によって銀行が倒産した場合一千万円までしか保証されないのでは預金者にとって銀行に預けて置けば安心という考えはなくなってしまっているのだ。その上たくさんの銀行が倒産して言っている世の中では預金者の銀行に対する不安は高まる一方である。そういった理由からタンス貯金といわれるように預金者自身が銀行に預金せずに自分で自分自身の財産を管理する人が増えていっている。預金者が会ってからこその銀行だから預金者が減れば銀行は倒産していく。小手銀行であればなおさらである。
このように大手銀行が次々に倒産していく時代の中で信用金庫、信用組合などの小手金融機関はどのようにして生き残っていけばよいのだろうか。

自分は今後銀行がどうなっていくのか、また銀行が現在どのような状況下にあるのかについて調べて生きたいと思う。
金融機関

急進展する金融の自由化で最も苦しんでいるのが、信用金庫・信用組合だ。都市銀行がリテール（小口金融取引）分野を強化し、その余波が地方銀行、第二地方銀行に及んでいる。押し出された地銀、第二地銀は従来、信用金庫、信用組合が地盤としていた商店街や小売店などに触手を伸ばしてきている。

金利の自由化で、信用金庫・信用組合の資金調達コストは大幅に上昇する。一方貸出金利は激しい競争の結果、低くならざるを得ない。利ざやが縮小し、信用金庫・信用組合の体力が今以上に弱くなることが十分に考えられる。ちょっとした焦げ付きが信用金庫・信用組合の経営危機を招くこともありうるわけだ。
また金融自由化に伴って相次いで登場する新金融商品も信用金庫・信用組合にとっては頭の痛い問題だ。これら金融商品を手掛けるためには、システム力を必要とする。しかし、莫大の投資を必要とするシステム開発は体力のない信用金庫・信用組合にとっては大きな重荷となる。かといって、新商品を手掛けなければ、顧客サービスの低下につながり、顧客の信用金庫・信用組合離れを強めることにもなりかねない。
信用金庫・信用組合にとって、金融自由化は逆境の時代といえよう。

銀行と信用組合、信用金庫の相違点
金融サービスは同じであるが、経営理念の違いで組織のあり方がそれぞれ異なる。
まず銀行は、株式会社であり、株式の利益が優先され、主な取引先は大企業中心である。
次に信用金庫は、地域の方々が利用者・会員となって互いに地域の繁栄を図る相互扶助を目的とした協同組織の金融機関で、主な取引先は中小企業や個人である。利益第一主義ではなく、会員すなわち地域社会の利益が優先される。さらに、営業地域は一定の地域に限定されており、預かった資金はその地域の発展に生かされている点も銀行と大きく異なる。
最後に信用組合は、信用金庫と同じ協同組織の金融機関であるが、根拠法や会員資格が異なる。また、預金の受け入れについても、信用組合は原則として組合員が対象であるが、信用金庫は制限がないなど業務の範囲もさまざまな点で異なる。
信用金庫の会員資格
信用金庫の会員資格は信用金庫の営業地域に住んでいるか勤めている、または事業所を持っている場合は会員になることができる。ただし、個人事業者で常時使用する従業員数が300人を超える場合、また、法人事業者で常時使用する従業員数が300人を超え、かつ資本金が9億円を超える場合には、会員になることができない。
信金・信組の平均像
信金・信組の将来像を見る前にまず、現状を把握することが必要だろう。アンケートによる信金の平均像を浮き彫りにしてみる。

回答220信金の91年9月末時点での預金規模は、「2000億以上」が66金庫と全体の30％を占めた。次いで「1000億以上1500億未満」が３９、「500億未満」38，「500億以上750億未満」32，「750億以上1000億未満」25の順になっている。しかし第二地方銀行で最も預金額の小さい銀行でも2539億円で、金融機関全体で比較した信金の規模の小ささは否定できない。
信金の店舗数は、「10店以上20店未満」という規模が最も多く調査対象全体の40.5％を占めた。「20店以上30店未満」が21.8％、「5店以上10店未満」が20.9％で、30店未満の信金が85％以上にものぼる。都市銀行で最大の店舗数を誇る銀行の場合、国内だけで600店以上もある。合併で一挙に増えたとはいえ、信金との規模の格差は天地の差ほどもあるといえよう。
信組は信金以上に小規模な経営形態のところが多い。預金残高が「75億以上150億未満」の信用組合が全体の20％強、36組合を占め最も多い。次いで「150億以上300億未満」の31組合。500億未満の信組を拾ってみると全体の四分の三にものぼる。

店舗数でも、信組の劣勢がはっきりする。店舗数が5店未満の信組が最も多く全体の47.6％と半分近くにも達する。二番目に多いのが、5店以上10店未満で25.6％。この結果、20店舗未満の信組が87.5％にも達し、零細金融機関の実態が浮き彫りとなる。
信金・信組の生き残り戦略
他業態に比べて規模の面で信金・信組の生き残りの道は、どこにあるのだろうか。金融自由化が進めば、どの金融機関も資金調達コストの上昇をさけることはできない。信金の場合、金利の完全自由化で、資金調達コストが現行より０．５％以上上昇するとみるところが約半数を占める。この割合は信組になるともっと増え、3分の２が０．５％以上の上昇になるという。
今後の生き残り作戦として、信金・信組が具体的に考えているのは、どのようなことだろうか。

信金で最も多いのが、「個人ローンの拡大」だ。次が「資金運用の強化」、「法人融資の拡大」。これが三大生き残り策で、これらと大きく離れて第四位に「経費の削減」が続く。
ところが、信組の方はやや趣が違う。「個人ローンの拡大」、「資金運用の強化」は、第一位、第二位で同じだが、一、二位の差が信金より大きいのが特徴だ。また、第三位には「経費の削減」が入り、信組で三位だった「法人融資の拡大」は四位にとどまった。
以上の結果から注目する点は、信金、信組の両者が一位においている「個人ローンの拡大」である。この個人ローンの拡大は今まで都市銀行の大手などが行っていたもので信金、信組がそこまで力を入れていたものとはいえないであろう。地域密着型であり会員や組合員対象にやる個人ローンの拡大では大きな基盤を持っている大手銀行には勝てないであるからだろう。しかしこの個人ローンの拡大を第一位に挙げるということは信金、信組の両者ともに今の時代において経営基盤または経営状態が追い詰められているといってよいだろう。次にあげられている「資金運用の強化」は、経営基盤のせまい信金、信組にとっては大手銀行に比べると苦しいといえるであろう。しかしこの資金運用はどのようにうまくたっていくかによって今後、信金、信組が生き残っていけるかを左右するといってもよいだろう。経費の削減は今の不況の時代において金融機関だけにおかずどの企業でも行はれていることだろう。その最終段階が大幅なリストラといったようなものであろう。このような生き残り戦略を立てそれを行ってもなお経営状態は上向かず悪くなる一方の場合、最終手段としての合併が登場するのであろう。

予想以上に多い合併への関心

　中小金融機関の信金・信組にとっての「究極の選択」である合併については、どんな考えを持っているのだろうか。回答信金のうち、65.0％が「あくまで自力で経営する」を第一位にあげている。ちなみに、第二位は4.1％、第三位は5.9％。第一位を三点、第二位は二点、第三位を一点として計算すると、合計得点は四百六十点になる。
　しかし、合併に関心がある信金が35％もいるわけで、予想以上に多いといえよう。合併相手としてもっとも関心があるのが、同じ業態である信金で、総合得点は四百二十五点。ただし、合併相手の第一位に上げているのは、29.5％で、多かったのは第二位の５１．４％で、意外に信金同士の合併は人気がないようだ。
　合併相手として信金に次ぐ高得点を獲得したのが信組だが、得点は八十一点と大きく下がる。これに地銀が八十点で肉薄している。しかし、第二地銀の方は三十二点と地銀の半分以下で人気は低い。都銀、信託を第一位出ないにしても合併相手に上げる信金がいる点も興味深い結果といえよう。
　信組の方は「あくまで自力で経営する」は総合得点三百点点で、第一位に挙げているのは51.2％。第二位8.9％、第三位７．１％で、信金より「自力経営派」は少ない。

　合併相手として、同じ業態の信組を第一位に上げているのは35.7％、第二位、第三位も合計した得点は二百九十九点だった。信金を合併相手として興味を持っているとの回答は、百十五点だが、第一位にあげているのは３．０％に過ぎない。以下、地銀六十一点、第二地銀三十四点、都銀六点となっている。
　この結果を見て、合併相手としては、やはり信金、信組同士が多い。業務形態が似ていることもあり合併した後もやりやすいというのもあるであろうし、また大手銀行との合併は合併とは名ばかりの吸収になってしまう危険性が非常に高いからであろう。大手銀行と信金、信組が合併した場合やはり力の強い大手銀行が経営方針を握ることになり、信金、信組の経営方針は軽視されるであろう。そうなることを避けるためにも経営方針が似ていて、かつ力関係も同じくらいである信金、信組を合併相手に上げるところが多いのであろう。しかし、大手銀行との合併に比べると経営基盤は薄くまたいつ経営危機に陥るかわからないというのも信金、信組同士が合併したときには大きな問題点としてのこるであろう。
最後に
　このように厳しい状況下において、信用金庫、信用組合などの小さな銀行が生き残っていくのは困難であるであろう。かといって暗に合併すればいいというものではなく合併すればまたたくさんの問題点が発生する。信金、信組も個々に似いろいろな生き残り戦略を考えているのでそれをどのようにうまく生かしていくかが鍵になるといえるだろう。しかし、小さな銀行には大手銀行にはない地域の人々との強いつながりがある。また小さな銀行を守るためとはいえないが、独占禁止法といった法律もあり、同じ県などに大きな銀行と小さな銀行があったら大きな銀行が無理やり小さな銀行を吸収することはできなくなっている。信金、信組が大手銀行の中で生き残っていくためにはその地域の人々と大手銀行にはできない強いつながりを持って、固い基盤を作ることが今後生き残っていくのに必要であると考える。
索引　　　　「地方銀行戦争」

　　　　　　「社会法人全国信用金庫協会」
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